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パート１
ジェネリック医薬品企業不祥事



2020年12月21日 小林化工（福井県）







1人死亡



福井県は２月９日、
小林化工に対して
116日間の業務停止
処分と業務改善命令
を通達した。



医薬品回収分類

•クラスI：クラスIとは、その製品の使用等が、
重篤な健康被害又は死亡の原因となりうる状況
をいう。

•クラスII：クラスIIとは、その製品の使用等が、
一時的な若しくは医学的に治癒可能な健康被害
の原因となる可能性があるか又は重篤な健康被
害のおそれはまず考えられない状況をいう。

•クラスIII：クラスIIIとは、その製品の使用等が、
健康被害の原因となるとはまず考えられない状
況をいう。



2021年3月3日
業務停止32日間

75製品を自主回収、







政府のジェネ
リック医薬品
普及目標80％



2021年3月3日
業務停止32日間

75製品を自主回収、
規格外ロットを粉砕再加工、

10年前から



医師7千人調査「後発医薬品による健康被害問題をどう思う？」

後発品全般への評価「悪くなった」が6割

2021年4月30日 日経メデイカルアンケート





不正防止へ業界「目安箱」設置
後発薬の信頼回復目指す

•日本ジェネリック製
薬協会（東京）は、
加盟各社の社員から
公になっていない製
造過程や品質管理上
の問題の通報・相談
を受け付ける「目安
箱」を6月にも設ける
方針だ。日本ジェネリック製薬協会

沢井光郎会長



パート２
ジェネリック薬品の

新たな目標









神奈川県
77.2％



パート３
2021年介護報酬改定の

基本方針

介護給付費分科会（オンライン）



第１ラウンド 第２ラウンド

改定率



2021年改定率

0・7%プラス改定
このうち0・05%分はコロナ対応分の上乗せ



介護報酬改定率の推移
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次期改定の基本的視点
介護給付費分科会 2020年10月9日





パート４
地域包括ケアシステムの推進



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

２０２５年の地域包括ケアシス
テムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学校
区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所
・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療

介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、重度な要
介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるようになります。

○ 認知症は、超高齢社会の大きな不安要因。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高
齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少す
る町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差を生じています。
地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域

の特性に応じて作り上げていくことが必要です。

認知症の人

平成２５年 地域包括ケアシステム

31
人口1万人、中学校区、駆け付け30分圏内



地域包括ケアシステムとは

介護が必要になっても、住み慣れ
た地域で、その人らしい自立した生
活を送ることができるよう、医療、
介護、予防、生活支援、住まいを包
括的かつ継続的に提供するシステム

32
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介護サービスの種類

•①居宅介護サービス
• 訪問サービス
• 通所サービス
• 短期入所サービス

•②施設サービス
• 特養
• 老健
• 介護医療院

•③地域密着型サービス
• 定期巡回随時対応
• 看多機



介護保険サービス
の種類

分類 介護保険適用サービス

居宅介護サービス

訪問サービス

•訪問介護
•訪問入浴介護
•訪問看護
•訪問リハビリテーション

通所サービス
•通所介護
•通所リハビリテーション

短期入所サービス
•短期入所生活介護
•短期入所療養介護

その他のサービス
•特定施設入居者生活介護
•福祉用具貸与
•住宅改修費支給

施設サービス

•特別養護老人ホーム
•介護老人保健施設
•介護療養型医療施設（療養病床等）
•介護医療院

地域密着サービス

訪問・通所型サービス
•小規模多機能型居宅介護
•夜間対応型訪問介護
•定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型サービス
•認知症対応型通所介護
•認知症対応型共同生活介護

施設・特定施設型サービス
•地域密着型特定施設入居者生活介護
•地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介



（１）居宅介護サービス

①訪問看護
②在宅介護の通院等乗降介助
③訪問入浴介助
④緊急ショート



①訪問看護
（ア）退院時の訪問看護

（イ）看護体制強化加算

（ウ）訪問看護ステーションにおける理学療法士の訪問



（ア）退院日の訪問看護





4人1
人が
独居



退院日の訪問
看護の解禁

特別管理加算の対象患者



特別管理加算の対象



（イ）看護体制強化加算

在宅の重症患者が増えている



中重度者対応を評価する
看護体制強化加算の

要件緩和







特別管理加算
の要件緩和





（ウ）訪問看護ステーション
における理学療法士等の訪問





理学療法士による訪問看護

•介護給付費分科会において、訪問看護については一部に「スタッフのほ
とんどが理学療法士等のリハビリ専門職である訪問看護ステーションが
ある。中には『訪問リハビリステーション』を名乗る事業所まである」
ことが指摘されていた。

•こうした理学療法士を中心とした訪問看護ステーションは訪問看護に求
められる重度者対応・医療的ケア・夜間や24時間の対応をほとんど行わ
ず、「軽度者（主に要支援者）に対して日中にリハビリを提供してい
る」点が問題視された。

•介護給付費分科会で、当初は「人員配置基準に看護師6割要件を求めて
はどうか」との方向で議論まで行われた。

•しかし「看護師確保ができない事業所では介護保険指定を受けられなく
なり、結果的に利用者が不利益を被ることになってしまう」ことから、
看護体制強化加算の要件に「看護師6割要件」を設ける方向で決着した経
緯がある。



訪問看護に
おける理学
療法士等に
よる訪問単
価引き下げ



この背景には、リハビリ専門
職の独立開業が認められてい
ないという根本問題がある

独立開業が認められているのは・・・
医師・歯科医師・獣医師・薬剤師・看護
師・助産師・柔道整復師・鍼灸師(はり
師・きゅう師)・あん摩マッサージ指圧師



②在宅介護の
通院等乗降介助





③訪問入浴介護



初回の訪問
入浴の準備
は大変！









④緊急ショートへの対応

家族介護者が病気、緊急ショートの需要は多い
しかしスタッフは大変







（２）地域密着型サービス



介護保険サービス
の種類

分類 介護保険適用サービス

居宅サービス

訪問サービス

•訪問介護
•訪問入浴介護
•訪問看護
•訪問リハビリテーション

通所サービス
•通所介護
•通所リハビリテーション

短期入所サービス
•短期入所生活介護
•短期入所療養介護

その他のサービス
•特定施設入居者生活介護
•福祉用具貸与
•住宅改修費支給

施設サービス

•特別養護老人ホーム
•介護老人保健施設
•介護療養型医療施設（療養病床等）
•介護医療院

地域密着型サービス

訪問・通所型サービス
•小規模多機能型居宅介護
•夜間対応型訪問介護
•定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型サービス
•認知症対応型通所介護
•認知症対応型共同生活介護

施設・特定施設型サービス
•地域密着型特定施設入居者生活介護
•地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介



2005年



2006

2012

2016 ９つの
地域密着型
サービス



地域密着型サービスの趣旨は
「在宅介護はこれ以上ム
リ！」という
「在宅限界点」を引き上げる
ことにある



地域密着型サービスの例

①看護小規模多機能型居宅介護（看多機）

②定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（24時間地域巡回型訪問サービス）



①看多機（かんたき）



複合サービス
を包括料金で
提供する



2012年

2015年

2018年



2010年8月

2012年



看多機の事例

ミモザの家、新宿区













ポイント②
定期巡回・随時対応型

訪問介護看護





定期巡回・随時対応型
訪問介護看護（24時間サービス）
•①定期巡回サービス

• 訪問介護員等が定期的（原則、1日複数回）に利用者の
居宅を巡回して日常生活上の世話を行う。

•②随時対応サービス
• あらかじめ利用者の心身の状況、その置かれている環境
等を把握した上で、随時、利用者又はその家族等からの
通報を受け、通報内容等を基に相談援助を行う、または
訪問介護員等の訪問、若しくは看護師当による対応の要
否を判断するサービス。



定期巡回・随時対応型
訪問介護看護（24時間サービス）

•③駆けつけ30分
• 通報があって概ね３０以内の間に駆け付けられるよう
な体制確保に努めることが必要。

•④訪問看護サービス
• 看護師当が医師の指示に基づき、利用者の居宅を訪問
して行う療養上の世話又は必要な診療の補助を行う。

• また療養上の世話又は診療の補助の必要でない利用者
であっても、概ね1月に1回はアセスメントのため看護
職員が訪問する。











PTXX-170623-001









これから地域包括ケアで
求められるのは

地域密着型サービス



パート５
多職種連携の推進

①社会的処方、②多職種による総合リハと口腔栄養



①社会的処方
医師等による居宅療養管理指導







「社会的処方を受けた患者の
80％が救急外来、外来診察、入

院の使用を減らした」

社会的処方



医師等による居宅療養管理指導におい
て、利用者の社会生活面の課題にも目
を向け、地域社会における様々な支援
へとつながるよう留意し、関連する情
報をケアマネージャー等に提供するよ

う努めることとする





社会的処方
には、まず
地元の地域
資源を知る
ことが必要



②多職種による総合
リハ、口腔・栄養







加算等の算定要件とされている計画作成
や会議について、リハ専門職、管理栄養
士、歯科衛生士が必要に応じて参加する

ことを明確化する



施設系サービスにおける
口腔・栄養関連加算の

基本サービス化







口腔ケアを行
わないと体重
減少のリスク

2.2倍



肺炎リスク
3.9倍



施設系サービスにおける口腔衛生
管理体制加算の基本サービス化

• 施設系サービスにおける口腔衛生管理体制加算を
廃止し、同加算の算定要件の取組を一定緩和した
上で、基本サービスとして行うこととする。

• 施設系サービスについて、口腔衛生管理体制を整
備し、入所者ごとの状態に応じた口腔衛生の管理
を行うことを求める。

• その際、３年の経過措置期間を設けることとする。

• 口腔衛生管理加算について、CHASE へのデータ提
出とフィードバックの活用による更なる PDCA サ
イクルの推進・ケアの向上を図ることを評価する
新たな区分を設ける。



施設サービスにおける
栄養マネジメント充実



高リスク

中リスク







施設系サービスにおける栄養マネ
ジメント加算の基本サービス化
• 施設系サービスにおける栄養マネジメント加算を廃止し、
栄養ケア・マネジメントを基本サービスとして行うことと
する。

• このため、現行の栄養士に加えて、管理栄養士の配置を位
置付ける（栄養士又は管理栄養士の配置を求める）ととも
に、入所者ごとの状態に応じた栄養管理を計画的に行うこ
とを求める。

• 栄養ケア・マネジメントが実施されていない場合は、基本
報酬を減算する。その際、３年の経過措置期間を設けるこ
ととする。

• 低栄養リスクが高い者のみを対象とする低栄養リスク改善
加算について、入所者全員への丁寧な栄養ケアの実施や栄
養ケアに係る体制の充実を評価する加算に見直す。

• その際、CHASE へのデータ提出とフィードバックの活用に
よる更なるPDCA サイクルの推進・ケアの向上を図ること
を要件の一つとする



パート５
テクノロジーの活用

①生活機能向上連携加算とICT

②各種会議、服薬指導とICT

③見守りセンサーの活用

④ケアマネージャーとICT



①生活機能向上連携
加算のICT活用評価



生活機能向上連携加算



ICT活用した動画
等による利用者の

状態把握



②各種会議、服薬指導とICT

スマフォで在宅と結んでリハ会議





③見守りセンサーの活用



2018年改定



2018年改定







2021年改定



④ケアマネージャと
ICT





パート７
老人保健施設の減薬の推進



かかりつけ医
連携薬剤調整加算







算定率は
6.9％と低調





老健では減薬が進められている

• 老健施設では薬剤費が包括評価
されている

• このため「減薬へのインセンティ
ブが内包されている」と考えられ
る（薬を多く使うほど、施設側の
収益は悪くなる）

• 「かかりつけ医に連絡・連携せず
に減薬をすすめている」施設など
もあることを眞鍋老人保健課長
は紹介している

眞鍋馨老人保健課長



減薬の４つのタイミング

①患者が減薬を希望する場合

②病院入退院時

③老健入所時

④在宅訪問時



2018年診療報酬改定



2020年診療報酬改定



お薬減らして
ください

減薬お願いカード



今日のまとめ

・小林化工、日医工による
後発医薬品信頼失墜による混乱が続く

・新たな後発医薬品の目標
すべての都道府県で80％以上を
2023年までに達成しよう

・介護保険制度を通じて
地域包括ケアシステムを知ろう

・患者からの減薬希望に取り組もう



2040年～医療＆介護のデッドライン

•団塊世代“大死亡時
代”の航海図

• 「団塊の世代の大死亡時代が
刻々と迫っている。筆者もそ
の一員である団塊世代700万人
が大量死亡するピークの2040
年まであと20年」

• 2019年11月27日刊行

• 医学通信社



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp

